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て
い
る
危
機
へ
の
事
前
準
備
に
、
不
満
足
と
い
う

イ
メ
ー
ジ
を
持
つ
よ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
大
規
模

事
故
や
凶
悪
犯
罪
、
そ
れ
に
健
康
被
害
に
つ
い
て

も
同
様
で
あ
る
。
住
民
の
要
望
に
は
際
限
が
な
い
。

日
本
で
住
民
は
、
自
治
体
に
完
璧
で
よ
り
高
度
な

危
機
管
理
策
を
望
ん
で
い
る
よ
う
に
思
え
る
。

　

住
民
が
満
足
す
る
体
制
を
作
る
た
め
に
は
、
相

当
量
の
資
本
投
下
が
必
要
で
あ
る
。
そ
れ
が
出
来

な
い
こ
と
は
、
既
に
明
ら
か
で
あ
る
。
住
民
の
悲

観
的
見
方
は
、
多
く
が
自
治
体
の
危
機
管
理
策
に

関
す
る
実
態
で
は
な
く
イ
メ
ー
ジ
を
反
映
し
た
も

の
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
点
を
考
慮
す
る
と
、
自

治
体
は
住
民
を
い
ろ
い
ろ
な
施
策
に
取
り
込
み
、

不
測
事
態
へ
の
備
え
が
ど
こ
ま
で
充
実
し
、
ど
の

点
に
問
題
が
残
る
か
を
実
見
さ
せ
る
努
力
が
必
要

で
あ
る
。
そ
の
上
で
住
民
を
中
心
に
地
域
業
務
継

続
計
画
（
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）
を
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま

れ
る
。
こ
の
先
、
地
域
に
力
点
を
置
い
た
施
策
を

充
実
し
な
い
限
り
、
住
民
の
自
治
体
へ
の
満
足
度

は
引
き
続
き
低
空
飛
行
に
止
ま
る
。

Ｃ
Ｃ
Ｐ
策
定
へ
の
試
み

　

地
域
業
務
継
続
計
画
で
は
、
回
復
と
持
続
と
い

う
２
つ
の
表
現
が
キ
ー
概
念
に
な
る
。
発
災
後
、

復
旧
、
そ
れ
に
続
く
復
興
を
迅
速
に
進
め
、
住
民

生
活
の
回
復
と
地
域
社
会
の
持
続
を
目
指
す
、
こ

れ
こ
そ
が
業
務
継
続
計
画
の
基
本
で
あ
る
。
計
画

を
具
体
化
さ
せ
る
た
め
に
は
、
い
く
つ
か
必
要
な

要
件
が
あ
る
。
１
つ
目
は
、
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
育

成
で
あ
る
。
自
治
体
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
軸
に
出

前
の
危
機
管
理
講
座
や
指
導
者
育
成
事
業
な
ど
を

展
開
し
、
地
域
で
中
心
に
な
る
人
材
を
育
成
す
る

こ
と
が
望
ま
れ
る
。

　

２
つ
目
に
、
住
民
は
地
元
に
対
し
て
強
い
愛
着

心
を
持
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
地
域
ア
イ
デ
ン

テ
ィ
テ
ィ
が
な
け
れ
ば
、
住
民
の
間
で
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
を
守
る
と
い
う
意
欲
は
わ
か
な
い
。
行
政
は

折
に
ふ
れ
、
地
元
住
民
向
け
に
地
域
の
歴
史
を
教

え
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
特
色
を
教
育
し
、
愛
郷
心

を
育
て
る
努
力
を
重
ね
る
必
要
が
あ
る
。
最
後
は
、

訓
練
で
あ
る
。
地
元
住
民
を
集
め
、
地
域
力
の
維

持
と
持
続
に
必
要
と
さ
れ
る
各
種
の
図
上
訓
練
を

実
施
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
そ
の
方
法
に
つ

い
て
は
、
総
務
省
消
防
庁
な
ど
が
具
体
的
で
安
価

に
実
施
で
き
る
仕
組
み
を
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公

開
し
て
い
る
。

　

地
域
ベ
ー
ス
の
業
務
継
続
計
画
を
作
成
す
る
に

当
た
っ
て
、
重
要
な
課
題
は
時
間
軸
で
あ
る
。
発

災
後
の
初
期
段
階
で
住
民
は
電
気
、
上
下
水
道
、

ガ
ス
、
そ
れ
に
携
帯
電
話
の
復
旧
を
必
要
と
す
る
。

こ
れ
に
並
行
し
、
個
人
と
し
て
医
療
施
設
や
医
薬

品
、
そ
れ
に
住
宅
や
食
糧
な
ど
を
必
要
と
す
る
人

び
と
が
増
え
る
。
さ
ら
に
時
間
を
お
い
て
、
住
民

の
関
心
は
雇
用
問
題
、
ま
ち
づ
く
り
支
援
、
産
業

振
興
や
福
祉
施
策
の
整
備
な
ど
に
移
る
。
そ
の
よ

う
に
、
地
域
住
民
が
必
要
と
す
る
も
の
は
、
時
間

の
経
過
と
と
も
に
変
化
す
る
。
地
域
業
務
継
続
計

画
は
、
そ
の
点
を
考
慮
し
、
あ
ら
か
じ
め
住
民
が

必
要
と
す
る
物
資
や
支
援
に
優
先
順
位
を
つ
け
て

お
く
べ
き
で
あ
る
。

　

な
お
、
ク
ス
リ
に
関
し
て
は
、
横
浜
市
が

２
０
１
３
年
度
か
ら
新
し
い
取
り
組
み
を
進
め
て

い
る
。
従
来
は
市
が
１
４
６
カ
所
に
設
け
た
拠
点

に
医
薬
品
を
備
蓄
し
、
不
測
事
態
に
備
え
る
と
い

う
方
法
を
取
っ
て
き
た
。
今
回
、
そ
れ
を
改
め
市

内
の
90
店
舗
に
近
い
薬
局
が
、
外
傷
治
療
用
と
慢

性
疾
患
用
の
ク
ス
リ
を
供
給
す
る
拠
点
に
な
る
方

針
を
採
用
し
て
い
る
。
こ
れ
は
食
糧
に
つ
い
て
も

援
用
す
べ
き
方
法
と
考
え
ら
れ
る
。

　

地
域
業
務
継
続
計
画
は
、
ま
だ
緒
に
つ
い
た
ば

か
り
で
あ
る
。
名
前
も
中
身
も
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。

「
防
災
ま
ち
づ
く
り
」「
地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

「
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」そ
れ
に「
地
域
防
災
フ
ォ
ー

ラ
ム
」
な
ど
、
現
状
で
は
い
ろ
い
ろ
な
形
式
や
態
様

が
考
え
ら
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
目
標
は
一
つ
で
あ
る
。
地
域
業
務
継

続
計
画
は
、
復
旧
と
復
興
を
進
め
、
地
域
住
民
の

生
活
を
早
期
に
発
災
以
前
の
状
態
に
も
ど
す
こ
と

に
あ
る
。
そ
の
方
法
を
考
え
る
の
が
、
こ
の
取
り

組
み
に
他
な
ら
な
い
。

充
実
す
る
自
治
体
の
危
機
管
理
体
制

　

東
日
本
大
震
災
の
後
、
危
機
へ
の
対
応
を
充
実
さ

せ
よ
う
と
す
る
自
治
体
が
増
え
て
い
る
。
全
国
的
に

は
危
機
管
理
部
門
の
新
設
は
、
２
０
０
５
年
に
大
き

な
山
を
迎
え
た
。
こ
の
年
、
危
機
管
理
部
門
を
別
置

す
る
自
治
体
が
、
前
年
の
19
団
体
か
ら
一
挙
に
68
団

体
に
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
２
０
０
４
年
前
後

に
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｓ
や
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
、
そ
れ
に
新
潟

中
越
地
震
な
ど
、
自
治
体
に
深
く
関
わ
る
重
大
な
災

害
や
事
件
が
続
い
た
か
ら
で
あ
る
。
明
治
大
学
危
機

管
理
研
究
セ
ン
タ
ー
が
、
東
日
本
大
震
災
直
後
の

２
０
１
１
年
９
月
〜
10
月
に
政
令
指
定
都
市
、
中
核

市
、
そ
れ
に
特
例
市
と
特
別
区
な
ど
を
対
象
に
行
っ

た
調
査
で
は
、
総
数
80
団
体
の
内
、
51
件（
63
・
８
％
）

が
危
機
管
理
監
、
あ
る
い
は
、
そ
れ
に
相
当
す
る

役
職
を
新
設
し
て
い
る
。
現
在
は
な
い
が
将
来
、
設

置
を
考
え
て
い
る
自
治
体
は
２
件
、
全
く
計
画
が
な

い
と
答
え
た
と
こ
ろ
は
、
27
団
体
（
33
・
８
％
）
に

な
っ
た
。

　

視
野
を
全
国
に
広
げ
る
と
、
こ
の
先
、
危
機
対

応
の
ポ
ス
ト
や
そ
れ
に
相
応
す
る
職
制
を
、
新
設
、

増
員
や
移
管
な
ど
を
行
う
自
治
体
が
増
加
す
る
こ
と

は
、
ほ
ぼ
間
違
い
が
な
い
。
震
災
直
後
の
２
０
１
１

年
６
月
時
点
で
既
に
32
件
の
基
礎
自
治
体
が
、
部

署
新
設（
14
件
）、
ポ
ス
ト
新
設（
８
件
）、
改
編（
５

件
）、
移
管（
３
件
）な
ど
、
新
し
い
試
み
を
始
め
て

い
た
。

　

日
本
防
火
・
危
機
管
理
促
進
協
会
は
、
全
国
の

基
礎
自
治
体
が
公
表
し
て
い
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

手
掛
か
り
に
、
危
機
担
当
部
署
が
組
織
の
ど
の
場

所
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
か
を
調
べ
、
そ
れ
を

一
冊
の
報
告
書
に
ま
と
め
て
い
る
（
地
方
自
治
体
防

災･

危
機
管
理
体
制
便
覧
、
２
０
１
３
年
４
月
）。

ご
く
一
般
化
し
て
言
う
と
、
危
機
管
理
は
副
市
長

の
所
管
事
項
と
す
る
自
治
体
が
極
め
て
多
い
。
中

に
は
、
危
機
管
理
担
当
者
を
副
市
長
の
直
轄
ポ
ス

ト
に
す
る
と
こ
ろ
が
あ
る
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
、

副
市
長
の
下
に
総
務
担
当
部
長
を
お
き
、
こ
の
部

長
が
危
機
管
理
担
当
者
を
管
理
す
る
と
い
う
体
裁

を
と
る
自
治
体
も
あ
る
。
形
式
は
自
治
体
に
よ
っ

て
そ
れ
ぞ
れ
で
あ
る
が
、
市
長
が
危
機
管
理
に
直

接
、
責
任
を
持
つ
制
度
を
採
用
す
る
と
こ
ろ
は
皆

無
で
あ
る
。
市
長
を
最
終
意
思
決
定
者
と
し
、
そ

の
一
歩
手
前
に
副
市
長
を
中
心
に
し
た
少
数
の
幹

部
職
員
か
ら
な
る
危
機
管
理
の
実
働
組
織
を
想
定

す
る
、
そ
れ
が
最
も
理
想
的
と
さ
れ
る
。

引
き
続
く
住
民
の
不
満

　

数
々
の
手
を
打
つ
自
治
体
で
あ
る
が
、
そ
れ
を

住
民
は
ど
う
評
価
し
て
き
た
か
。
あ
れ
だ
け
大
き

な
今
回
の
災
害
で
あ
る
、
被
災
地
は
も
と
よ
り
遠

地
、
近
地
の
自
治
体
、
消
防
、
警
察
、
そ
れ
に
自

衛
隊
な
ど
、
行
政
は
国
を
挙
げ
て
初
期
対
応
か
ら

復
旧
、
そ
れ
に
復
興
に
極
め
て
大
き
な
役
割
を
果

た
し
て
き
て
い
る
。
当
然
、
住
民
が
抱
く
自
治
体

の
危
機
管
理
対
策
は
、
評
価
さ
れ
る
と
思
う
の
が

普
通
で
あ
る
。
危
機
管
理
研
究
セ
ン
タ
ー
が
災
害

後
、
２
年
経
っ
た
２
０
１
３
年
２
月
に
行
っ
た
調

査
で
は
、
自
然
災
害
に
つ
い
て
は
46
・
３
％
の
住

民
が
自
治
体
の
事
前
準
備
に
「
や
や
満
足
」
し
て
い

る
。
た
だ
、
準
備
不
足
と
い
う
答
え
も
39
・
５
％
と

高
い
。
震
災
後
で
さ
え
住
民
は
自
治
体
が
実
施
し

地
域
業
務
継
続
計
画
（
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）
と 

自
治
体
の
危
機
管
理

明
治
大
学
名
誉
教
授
、
日
本
自
治
体
危
機
管
理
学
会
会
長　
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